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〔説 明〕 

①基本計画 

建築基準法第 85 条第 6 項に規定する仮設建築物を建築するにあたっては、特定行政

庁（尼崎市）の許可を受けなければなりません。 

②事前相談 

仮設建築物の設置場所、法令による制限の緩和条項（適用しない規定）及び設置期間

を明確にし、建築指導課へ事前相談してください。 

設置場所等によって、許可要件に適合していないと判断される場合は、事前に許可で

きない旨回答することもありますので、ご留意ください。 

③協議 

仮設建築物の許可申請にあたっては、消防局予防課の意見を聞いてください。 

④許可申請 

Ⅰ 許可申請書類（正本・副本各一部提出。Ａ４サイズ紙ファイルに綴込み。） 

⑴ 許可申請書（第 44号様式） 

⑵ 委任状 

⑶ 仮設許可申請理由書（文書例は別紙１－１、別紙１－２参照。） 

⑷ 緩和条項チェックリスト（別紙２） 

⑸ 付近見取図（1/2,500） 

（本体建築物と同一敷地内ではない場合は、本体建築物の敷地位置も表してく

ださい。） 

⑹ 配置図 

（モデルルームの場合、来客用駐車場（３台程度以上）を明記すること。敷地

外にとる場合にあっては、その場所を付近見取図で表してください。） 

⑺ 平面図、立面図（２面以上）、断面図（２面以上） 

⑻ 求積図、求積表（敷地面積、建築面積、各階床面積） 

⑼ 仕上表（準耐火建築物以上を要求される場合は、準耐火リスト） 

⑽ 本体建築物の工事仮設計画と申請敷地との状況がわかる図書 

（本体建築物と同一敷地内の場合に添付してください。工事工程上の理由から

工事仮設計画が未定である場合等は別途協議してください。） 

⑾ 工事工程表 

（本体建築物のものも含む。仮設建築物の設置、撤去期間も表してください。） 

⑿ 本体建築物の図面 

（モデルルームの場合に添付してください。） 

（付近見取図、配置図、平面図、立面図、断面図、工程表、確認済証写し。） 

⒀ 申請敷地の借地等関係書類 

  （自己所有地でない場合、貸借契約書や承諾書等の写しを添付してください。） 

⒁ その他指示する図書 

※設計図書には必ず設計者の記名をしてください。 

Ⅱ 許可申請手数料 

１件につき１２０，０００円 

※申請受付時に建築指導課の窓口にて納付書を発行します。 

⑤許可 

受付から許可までの間で、おおむね 2週間くらいの日数がかかります。 



仮設許可申請理由書（文書例１） 

尼 崎 市 長 様

 令和  年  月  日 

申請者

 住所

      氏名            

今回、尼崎市○○○○○○○○番に（仮称）△△△△△△マンションを建築いたします

が、マンション本体の建物が完成するまでに、購入者の方々に対して建物の配置、間取り

等の物件説明をするために販売事務所及びモデルルームを計画しております。

つきましては、当販売事務所を許可の日から令和○年○月○日までの間使用したく、建

築基準法第８５条第６項の仮設許可申請をいたしますので、よろしくお願いいたします。

なお、当該土地は、土地所有者である          と賃貸借契約を結び、令和

○年○月○日から令和○年○月○日まで借りることにしています。当販売事務所は許可期

間満了までに撤去することを誓約いたします。

以 上 

参考：本体マンションの概要

マンション本体の申請地 ：                       

マンション本体の確認番号：                       

       構造・階数：           

       敷地面積 ：         ㎡ 

       建築面積 ：         ㎡ 

       延べ面積 ：         ㎡ 

別紙１－１



仮設許可申請理由書（文書例２） 

尼 崎 市 長 様

     令和  年  月  日 

申請者

 住所

      氏名            

弊社は、尼崎市○○○○○○○○番に（仮称）○○○○マンション新築工事を建設して

おりますが、完成まで購入者の方々に便宜を図るため、尼崎市○○○○○○○○番に販売

事務所の設置を計画しています。

つきましては、当販売事務所を許可の日から令和○年○月○日の間使用したく、建築基

準法第８５条第６項の許可を申請いたしますので、よろしくお願いいたします。

なお、当販売事務所は許可期間満了までに撤去することを誓約いたします。

 以 上 

別紙１－２



緩和条項チェックリスト 
１／３ 

緩和条項 区   分 緩和 

法１２条第１項  （特殊建築物等の定期報告）  

法１２条第２項  （公共建築物（特殊建築物等）の定期点検）  

法１２条第３項  （昇降機の定期報告）  

法１２条第４項  （公共建築物の昇降機の定期点検）  

法２１条  （大規模の建築物の主要構造部等）  

法２２条  （屋根）  

法２３条  （外壁）  

法２４条  （建築物が第２２条第１項の市街地の区域の内外にわたる場合の措置）  

法２５条  （大規模の木造建築物の外壁等）  

法２６条  （防火壁等）  

法２７条  （耐火建築物等としなければならない特殊建築物）  

法３１条  （便所）  

法３４条第２項  （昇降機）  

法３５条の２  （特殊建築物等の内装）  

法３５条の３  （無窓の居室等の主要構造部）  

法３７条  （建築材料の品質）  

第３章   

法４１条の２  （適用区域）  

法４２条  （道路の定義）  

法４３条  （敷地等と道路との関係）  

法４３条の２  （その敷地が４m未満の道路にのみ接する建築物に対する制限の付加）  

法４４条  （道路内の建築制限）  

法４５条  （私道の変更又は廃止の制限）  

法４６条  （壁面線の指定）  

法４７条  （壁面線による建築制限）  

法４８条  （用途地域等）  

法４９条  （特別用途地区）  

法４９条の２  （特定用途制限地域）  

法５０条  （用途地域等における建築物の敷地、構造又は建築設備に対する制限）  

法５１条  （卸売市場等の用途に供する特殊建築物の位置）  

法５２条  （容積率）  

法５３条  （建蔽率）  

 設計者  

別紙２ 

緩和を受ける（適合しない）条項に○印を入れてください。



２／３

緩和条項 区   分 緩和 

法５３条の２  （建築物の敷地面積）  

法５４条  （第１種低層住居専用地域等内における外壁の後退距離）  

法５５条  （第１種低層住居専用地域等内における建築物の高さの限度）  

法５６条  （建築物の各部分の高さ）  

法５６条の２  （日影による中高層の建築物の高さの制限）  

法５７条  （高架の工作物内に設ける建築物等に対する高さの制限の緩和）  

法５７条の２  （特例容積率適用地区内における建築物の容積率の特例）  

法５７条の３  （指定の取消し）  

法５７条の４  （特例容積率適用区域内における建築物の高さの限度）  

法５７条の５  （高層住居誘導地区）  

法５８条  （高度地区）  

法５９条  （高度利用地区）  

法５９条の２  （敷地内に広い空地を有する建築物の容積率等の特例）  

法６０条  （特定街区）  

法６０条の２  （都市再生特別地区）  

法６０条の３  （特定用途誘導地区）  

法６１条  （防火地域及び準防火地域内の建築物）  

法６２条  （屋根）  

法６３条  （隣地境界線に接する外壁）  

法６４条  （看板等の防火措置）  

法６５条  （建築物が防火地域又は準防火地域の内外にわたる場合の措置）  

法６６条  （第３８条の準用）  

法６７条  （特定防災街区整備地区）  

法６７条の２  （第３８条の準用）  

法６８条  （景観地区）  

法６８条の２  （市町村の条例に基づく制限）  

法６８条の３  （再開発等促進区等内の制限の緩和等）  

法６８条の４ 

 （建築物の容積率の最高限度を区域の特性に応じたものと公共施設の整

備の状況に応じたものとに区分して定める地区計画等の区域内における

建築物の容積率の特例） 

法６８条の５ 
（区域を区分して建築物の容積を適正に配分する地区計画等の区域内に

おける建築物の容積率の特例） 

 設計者  



３／３

緩和条項 区   分 緩和 

法６８条の５の２ 
 （区域を区分して建築物の容積を適正に配分する特定建築物地区整備計

画等の区域内における建築物の容積率の特例） 

法６８条の５の３ 
 （高度利用と都市機能の更新とを図る地区計画等の区域内における制限

の特例） 

法６８条の５の４ 
 （住居と住居以外の用途とを区分して定める地区計画等の区域内における

建築物の容積率の特例） 

法６８条の５の５ 
 （区域の特性に応じた高さ、配列及び形態を備えた建築物の整備を誘導す

る地区計画等の区域内における制限の特例） 

法６８条の５の６  （地区計画等の区域内における建築物の建蔽率の特例）  

法６８条の６  （道路の位置の指定に関する特例）  

法６８条の７  （予定道路の指定）  

法６８条の８  （建築物の敷地が地区計画等の区域の内外にわたる場合の措置）  

法６８条の９ 
 （都市計画区域及び準都市計画区域以外の区域内の建築物の敷地及び

構造）

令２２条  （居室の床の高さ及び防湿方法）  

令２８条  （便所の採光及び換気）  

令２９条  （くみ取便所の構造）  

令３０条  （特殊建築物及び特定区域の便所の構造）  

令３７条  （構造部材の耐久）  

令４６条  （構造耐力上必要な軸組等）  

令４９条  （外壁内部等の防腐措置等）  

令６７条  （接合）  

令７０条  （柱の防火被覆）  

令第３章第８節   構造計算  

令１１２条  （防火区画）  

令１１４条  （建築物の界壁、間仕切壁及び隔壁）  

令第５章の２   特殊建築物等の内装  

令１２９条の２の３ 
  建築設備の構造強度 

※ 屋上から突出する水槽、煙突その他これらに類するものに係る部分に限る 

令１２９条の１３の２  （非常用の昇降機の設置を要しない建築物）  

令１２９条の１３の３  （非常用の昇降機の設置及び構造）  

平成１８年１０月改訂

平成２０年７月改訂

平成３０年９月改訂

 令和元年６月改訂

 令和３年 1 月改訂

 令和４年６月改訂

設計者  


